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所得税法第 56 条の廃止を求める意見書 

   

所得税法第 56 条は、「配偶者とその親族が事業に従事したとき、家族従業

員の給与を必要経費として認められない」と定められており、家族従業員の給

与は必要経費として認められていません。実際に働いている人間の正当な給与

を税法上、否定していることになる。 

所得税法第 56 条のもとでは、家族従業員というだけでその対価である給与

を必要経費として認められないことは、家族従業員の人格を税法上、否定して

いることになる。 

一方、青色申告制度は、一定の帳簿書類を備えつけ、記帳をしたものに対し、

家族従業員の給与を必要経費に認めている。 

諸外国では「家族従業員の給与を経費」として認めており、近年、我が国でも

見直しを求める機運が高まっている。 

よって、読谷村議会は所得税法第 56 条を早急に廃止するよう要請する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

令和６年 12 月 19 日 

 

                                          沖縄県読谷村議会 

 

 

あて先   

 衆議院議長   参議院議長  内閣総理大臣  総務大臣 財務大臣 法務大臣 
 


